





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































し，シンガポールでは日本と同じような「Angel Investors Tax Deduction税制」が導入
されている。
　東京エイム取引所は０９年に，機関投資家向けの市場として誕生した。しかし，上場企
業はいまだにゼロである。同社の伊藤豊・最高業務執行責任者（ＣＯＯ）は「特区の税優
遇の魅力で投資家を呼び込み，幅広い企業の上場を促したい」と意欲をみせている。
　金融業務特別地区の今後の活性化について沖縄県は「オフィスや道路など立地基盤の整
備を一層進めるとともに，今後は企業側が求める金融人材を育成する必要がある。また，
特区を活用したビジネスモデルの構築及び事業化が図られることが期待される」（「沖縄
振興計画等総点検報告書―沖縄振興の現状と課題及び展望」平成２２年４月　沖縄県　１６２
頁）と総括している。
　沖縄県が実施した県外企業へのアンケート調査（回答企業１７１社）によると，沖縄の投
資環境に魅力を感じない理由として「交通・輸送コスト」（１１６件，３８％）が筆頭にあが
っている。次いで「関連企業の集積なし」（１０４件，３３％）「専門知識を持つ人材・熟練
工の確保難」（２９件，９％）などのほか「制度内容複雑」（４件，１％）「制度の実質
的なメリットなし」（１７件，１１％）という企業誘致のための優遇制度の魅力不足，実効性
の希薄さを指摘する声も少なくない点が注目される。
５：まとめ
　沖縄の金融特区は，「特区とは名ばかりで，特区参入を阻害する高いハードル」（沖縄
県）をいかに引き下げ，優遇税制の適用拡大による企業の誘致促進を図るかが大きな課題
となってきた。名護市は「金融ＩＴ国際みらい都市構想」を掲げ，アジアなど海外金融市
場を視野に金融業務拠点化を目指しているものの，香港やシンガポールというアジア金融
センターの金融優遇税制に比べると制度の上でも見劣りする内容となっている。対外的な
競争力を持つためには，「特区」の名にふさわしい大胆な優遇税制の設定と同時に制度の
形骸化を招く「厳しい参入条件」の緩和が喫緊の課題となっている。
　沖縄県は，特区に進出する企業に対する法人税の軽減措置が，対象となる法人の認定要
件の厳しさから２００２年～２０１１年の８年間で３社，総額４,９７０万円にとどまる現状を踏まえ，
認定要件にある「特区内にのみ事業所を有する」という条件の撤廃を国に要求している。
　認定要件の「特区内にのみ事業所を有する」という条件は，「特区がタックス・ヘイブ
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ンに悪用されないため」（国）の要件とされるが，沖縄県は「既存の金融企業が支店を
設置しても優遇税制を受けることはできない。在京の大手証券会社をはじめ大手金融機関
の特区進出も不可能」（沖縄県）という企業立地の阻害のみならず，「特区内で立地後，
業務を軌道に乗せるために他の地域に支店を設置した段階で優遇税制の対象から外れる」
（沖縄県）などの業務拡大を否定する仕組みともなっているという。「名護市のみの立地
を前提とする金融特区では特区の発展は困難」（沖縄県）として，沖縄県は国に対し「特
区内にのみ事業を有する」という認定条件の撤廃を求めている。
　認定要件の②として「常時使用する従業員数が１０人以上」という要件も「立ち上がり段
階から１０人の雇用を課すのは新規ベンチャー企業などには酷な条件」（沖縄県）との指摘
もある。金融特区がスタートした当初は，②の要件は「２０人以上」となっていた。その
こともあってか，認定企業はゼロが続いていた。このため沖縄県から要件緩和の要望が出
され，「１０人以上」に緩和された経緯がある。
　沖縄県・名護市に設置された全国唯一の金融特区が，本来の特区効果を発揮し，金融企
業の集積促進による雇用効果の成果を上げるためには，競合地域となる香港・シンガポー
ルなどアジア周辺諸国の金融センターと渡り合える本格的な優遇税制の導入，優遇税制の
実効性を高めるための認定要件の緩和，特区内の金融業務支援施設のさらなる整備強化，
高度な金融業務を担う人材の育成，特区制度の広報・宣伝による国内外の金融企業へのア
プローチなどが急務である。
　金融人材の育成プログラムについては，金融特区の名護市内にある沖縄県立名護商業高
校に２００４年度から「ファイナンス科」が創設され，金融人材の育成が図られている。し
かし，沖縄県や名護市が金融特区活性化の新たな仕組みとして導入を提案している「キャ
プティブ保険」や「パスダック市場創設」など高度な金融システムを理解し運用できる人
材育成などが，今後の取り組むべき課題となっている。
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